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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、経営の効率化を図るとともに、経営の健全性、透明性及び公平性を高めていくことが、長期的な企業価値の向上を果たし、また株主の
皆様をはじめ多くのステークホルダーへの利益還元につながるものと考えております。これらを実現するために、経営環境の変化を適時に察知
し、素早く柔軟に対応できる組織体制を確立することを重要な経営課題と位置づけ、効率的な経営を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

補充原則１－２－４　招集通知の英訳方針等

補充原則３－１－２　英語での情報の開示・提供

　2019年９月30日時点における当社株式の海外保有率はごく僅かであります。今後保有率が高まることが予測される場合は、対応を検討してまい
ります。

原則４－２　取締役会の役割・責務（２）

補充原則４－２－１　客観性・透明性のある制度設計　中長期的な業績と連動する報酬の割合、現金報酬と自社株報酬との割合の適切な設定

　経営陣の個別の報酬については、取締役会において、会社の業績や経営内容、経済情勢等を総合的に勘案して決定しております。今後は、客
観性・透明性のある制度設計を設け、中長期的な業績と連動する報酬についても議論し、検討してまいります。また、現金報酬と自社株報酬との
割合についても検討してまいります。

補充原則４－３－２，３　ＣＥＯの選解任手続き

　当社は、ＣＥＯの選解任手続きについて、手続きを明確に確立しておりませんが、取締役会において、社外取締役の適切な助言を得たうえで、業
績等の評価や経営環境の変化等を勘案して協議しております。今後は、客観性・適時性・透明性のある制度設計の構築に努めてまいります。

補充原則４－８－１　独立社外取締役のみを構成員とする会合の定期的開催など情報交換・認識共有

補充原則４－８－２　筆頭独立社外取締役の選任

　当社の現時点における社外取締役は２名でありますが、今後コーポレート・ガバナンス体制の更なる強化のため、社外取締役が増員となった場
合は、独立社外取締役のみを構成員とする会合の定期的開催や筆頭独立社外取締役の選任を検討してまいります。

補充原則４－１０－１　独立した任意の諮問委員会

　当社の独立社外取締役は２名であり、取締役会の過半数に達しておりませんが、高い専門知識と独自の外的な視点からの指導、助言を得てい
ます。任意の諮問委員会は設置しておりませんが、当社の事業規模を勘案すると現在の経営体制は適切であると考えております。今後の事業展
開の中で、必要に応じて検討してまいります。

補充原則４－11－３　取締役会の実効性評価

　取締役会の実効性評価については、現時点において具体的な分析・評価の仕組みはありませんが、取締役会の機能向上の観点から、今後検
討すべき課題として認識しております。評価方法等の具体案について、各取締役の自己評価なども参考にしつつ検討してまいります。

原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表

　当社は、現在の業績や将来の経営環境、中長期的な市場動向等にもとづいて経営計画を策定し、各事業戦略や収益計画の目標値を定めてお
ります。現時点では、単年度のみの数値目標等を公表しておりますが、今後、中期的な事業戦略及び経営指標並びに目標値等の公表についても
検討してまいります。また、経営計画の策定に際しては、資本コストを明確に把握したうえで目標を決定することを検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則１－４　政策保有株式

　当社は、取引先との関係の維持・強化及び情報収集を目的とする場合に限り、政策保有株式を保有することがありますが、保有意義の薄れた株
式については、当該企業の状況を勘案したうえで削減することを基本方針といたします。取得及び処分に際しては、１件2,000万円以上の場合は
取締役会決議により、また１件2,000万円未満の場合は社長決裁により、当社の中長期的な企業価値の向上に寄与すると判断した上で実施いた
します。また、同株式の議決権については、当社及び当該企業の企業価値向上、及び当該企業との関係強化を総合的に勘案し、適切に行使いた
します。

原則１－７　関連当事者間の取引

　企業経営の健全性の観点から、原則として関連当事者取引は行わないこととしておりますが、事業上の必要性等から当該関連当事者との間に
取引が発生する場合には、取締役会による決議を行うこととしております。決議に際しては、当該役員をその決議要件の定足数から除き、合理性
及び妥当性を慎重に確認した上で承認を得ることとしております。

原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社は、企業年金の制度を設けておりませんので、アセットオーナーには該当しません。

将来、導入を検討する場合は、社員の安定的な資産形成と当社の財政状況にリスクが生じることのないよう、運用に関する充分なスキルを有する
人材の配置を検討いたします。



原則３－１　情報開示の充実

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社は「地球を救えるのは私たちかもしれない。」を経営理念としております。

当社の目指すところや、経営戦略、経営計画につきましては、有価証券報告書及び当社ホームページ（http://www.gifu-zohen.co.jp/ir/index.html）
のIR情報より参照いただけます。

２．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書の「１．１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

３．経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　本報告書の「２．１．【取締役報酬関係】報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりです。

４．経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　経営陣幹部（部長）の選任については、以下のことを勘案の上、候補者を選び、取締役会決議を経て選任しております。

１ 会社業績の向上に貢献しうる能力を有する。

２ 全社的な業務改善に積極的に関与する意欲と能力を有する。

３ ５年先の会社の成長をイメージし、行動する資質を有する。

４ 部下の信頼が厚く成長を促せる能力を有する。

　取締役候補の指名については、経営陣幹部のうち、より広い視野で会社の将来を見据え、業績や会社の成長に強い責任感と実行力を有する者
を対象としております。

　監査役候補の指名については、公正な視点で物事を判断でき、会社の適正かつ健全な経営に対する意見・アドバイスができる素質を有する者
を対象としております。

　社外役員の指名については、会計、法務等の高度な専門知識、または企業経営のノウハウ等を有し、経営陣からの独立性を重視し、会社の経
営・運営に対し、忌憚なく意見・アドバイスができる者を対象としております。

　取締役の選任手続については、取締役会で候補者を推薦し、株主総会の決議により決定しております。また、監査役の選任に関する議案を株
主総会に提出するに際しては、監査役会の同意を得ることとしております。

　また、経営陣幹部の解任の方針と手続きにつきましては、経営陣幹部がその機能を十分発揮していないと認められる時は、取締役会にて決議
し、株主総会に付議することとしております。

５．経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の個々の選解任・指名についての説明

　取締役候補及び監査役候補につきましては上記方針に基づき選解任・指名しており、個々の略歴・選任・指名及び解任の理由は、株主総会招
集通知及び有価証券報告書を通じて開示しております。

補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲

　当社の取締役会は、法令及び定款によって定められた事項のほか、取締役会規程 取締役会付議基準に基づき、経営基本に関する事項、株式

に関する事項、株主に関する事項、決算に関する事項、役員に関する事項、人事・組織に関する事項、営業に関する事項、資産に関する事項、資
金に関する事項、関係会社、その他経営上重要な事項について付議することを定めております。

　また、業務の効率化の観点から、具体的な決議権限の委譲の範囲を、職務権限規程及び稟議規程に定めております。

原則４－８　独立社外取締役の有効な活用

　当社は、独立社外取締役を２名選任しております。独立社外取締役２名は独自の外的な視点から取締役会において経営に関する有益な意見や
他の取締役に対する質問を行う等責務を全うしており、取締役会に対する監視、監督体制は十分に機能しております。

原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　取締役会は、会社法に定める社外取締役要件及び名古屋証券取引所の定める各要件の充足状況に加えて、経歴及び当社との関係から一般
株主と利益相反が生じるおそれがないと判断できる者を、候補者として選定しております。また、会計、法務等の高度な専門知識、または企業経
営のノウハウ等を有し、会社の経営・運営に対し忌憚なく意見・アドバイスができる者を対象としております。

補充原則４－11－１　取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性・規模に関する考え方と取締役の選任に関する方針・手続

　取締役構成については、各部門の業務に精通した者を選任するとともに、社外取締役による外部からの視点、意見を取り入れるなど、取締役会
の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性・規模を考慮した構成になっていると認識しております。なお、今後ともコーポレート・ガバナン
ス体制の更なる強化を図るため、独立社外取締役の増員についても、積極的に対応していく所存であります。

　また、取締役の選任に関する方針としては、経営陣幹部のうち、より広い視野で会社の将来を見据え、業績や会社の成長に強い責任感と実行
力を有する者を選任の対象としております。取締役の選任手続については、取締役会が候補者を推薦し、株主総会の決議により決定しておりま
す。

補充原則４－11－２　役員が他の上場会社を兼任する場合の開示

　当社は、社外取締役を含む取締役・監査役候補者の重要な兼職状況を、株主総会招集通知等を通じて開示する方針であります。また、当社取
締役・監査役は、他の上場会社の役員との兼任に当たっては、職務に支障をきたさない範囲にとどめるものとしております。

補充原則４－14－２　取締役・監査役に対するトレーニングの方針

　当社の取締役及び監査役に対するトレーニングの方針として、当社主導でのセミナー等は行っておりませんが、必要な知識の習得や能力の維
持・向上のため、各種セミナーや勉強会に参加する等、各自研鑽を行うこととしております。これは、業務上必要な知識の習得や時代の変化に応
じた知識や情報を得ることにより、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性・規模をより広範なものとすることを目的としてい
ます。

原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針

　当社では、インターネット等を活用した積極的な情報開示や定期的な説明会の実施等により、当社の事業内容への理解を深めていただく方針で
あります。また、毎年名証ＩＲエキスポに出展し、株主との建設的な対話に努めております。対話にあたっては、管理部経営企画課を窓口とし、必要
に応じて管理部担当役員が対応いたします。また、株主や機関投資家との対話内容は適宜取締役会に報告し、企業価値向上に役立てることとし
ております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

小栗　達弘 281,930 19.41

小栗　勝郎 177,830 12.24

小栗　洋行 172,430 11.87

岐阜造園社員持株会 92,900 6.39

株式会社十六銀行 70,000 4.82

小栗　博文 55,000 3.78

大橋　美智子 54,900 3.78

株式会社光通信 38,000 2.61

石村　藤夫 30,000 2.06

小栗　栄一 29,900 2.05

支配株主（親会社を除く）の有無 なし

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 名古屋 第二部

決算期 9 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員

数
100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

該当事項はありません。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山本　秀樹 公認会計士

中原　正美 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山本　秀樹 ○ -

公認会計士としての豊富な経験と高い見識を
有し、現在も自身が設立した会社の代表取締
役を務め、会社経営の経験を有することから、
社外取締役としての職務を適切に遂行すること
ができると判断し、平成28 年５月、取締役に選

任しました。

中原　正美 ○ -

九州のエクステリア商社にて、代表取締役とし
て長年にわたり経営の指揮を執ってきた経験
と、造園・エクステリア業界における豊富な人脈
を有しており、当社グループの企業価値向上や
経営監督機能の強化への貢献が期待できると
判断し、令和元年12月、取締役に選任しまし
た。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役、会計監査人、内部監査部門は、必要に応じて意見交換を実施し、監査役監査、会計監査及び内部監査に関する情報共有や相互の協
力等の連携を図り、監査機能の強化に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

加藤 孝浩 公認会計士 △

川島 典子 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

加藤 孝浩 ○

平成20年７月から平成21年11月まで当社
とコンサルティング契約を締結しておりま
したが、その内容、金額等は当社の財政
状態・経営成績及びキャッシュフローの状
況から勘案して重要性は認められませ
ん。

公認会計士としての豊富な経験と高い見識を
有し、自身が設立した会社の代表取締役や上
場企業の監査役を務めるなど、社外監査役とし
ての職務を適切に遂行することができると判断
し、平成27 年１月、監査役に選任しました。

川島 典子 ○ -

司法書士・行政書士としての豊富な経験と幅広
い見識を有するとともに、企業法務にも精通し
ており、社外監査役としての職務を適切に遂行
することができると判断し、平成27 年12 月、監

査役に選任しました。



【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員として指定される4名とも、独立役員の各要件の充足状況、経歴、当社との関係から十分な独立性を確保しており、「一般株主と利益相
反が生じるおそれがない者」と判断しております。

　なお、今後ともコーポレート・ガバナンス体制の更なる強化を図るため、独立社外取締役の増員についても、積極的に対応していく所存でありま
す。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社では、業績向上や企業価値増大に対する士気を高めることを目的として社内取締役に対してストックオプションを付与する予定です。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

当社は、取締役等に対し、当社グループの業績拡大及び企業価値増大に対する意欲や士気を向上させることを目的としたストックオプション制度
を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　役員報酬の総額が1億円以上である者が存在しないため、個別報酬の開示はしておりません。取締役及び監査役の報酬等は、それぞれ総額に
より開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役及び監査役の報酬については、株主総会が決議した金額または株主総会が承認した算定方法もしくはその内容に基づき、取締役報酬に
ついては取締役会により、監査役報酬については監査役会により決議されております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役に対する取締役会に係る情報提供等のサポートは、管理部により行っております。取締役会の開催にあたっては、
取締役会規程により、原則として３日前までに社外取締役及び社外監査役を含む役員全員に招集通知を発することとしており、その際に議題を全
役員に事前に周知しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

取締役会

　取締役会は、取締役８名（うち、社外取締役２名）で構成され、法令で定められた事項や当社の経営・事業運営に関する重要事項等の意思決定
及び取締役の職務執行の監督を行っております。取締役会は、毎月１回開催する他、必要に応じて臨時に開催し、的確性と迅速性を確保しており
ます。

監査役会

　監査役会は、監査役３名（うち、社外監査役２名）で構成され、原則、毎月１回開催しております。監査役は取締役会への出席の他、監査計画に
基づき重要書類の閲覧、各部門に対する往査等により取締役の職務執行の監査を行っております。

コンプライアンス委員会



　コンプライアンス委員会は、取締役、常勤監査役、部門長で構成され、原則、毎月１回開催しております。コンプライアンス委員会では、コンプライ
アンスの推進に関する基本方針、重要事項等を審議しております。

内部監査

　内部監査業務は経営企画課（2名）が担当し、内部監査計画に基づき当社及び子会社の業務全般の監査を実施し、業務運営の適正性を確保し
ております。

会計監査人

　会計監査人として有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、会計監査を受けております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、透明性の確保・向上、経営環境の変化に対する迅速な対応を図るため、上記体制を採用しております。業務執行に対しては、取締役会
による監督と監査役による監査の二重のチェックを行っております。また、社外取締役（２名）及び社外監査役（２名）は、客観的、中立的な立場か
らの助言・提言等を行い、監視・監査体制の強化を図っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 発送作業の効率化を推進し、可能な限り早期発送に努めます。

集中日を回避した株主総会の設定
当社は９月30日を決算日としておりますので、定時株主総会は12月に開催しております。
そのため、集中日を回避できていると認識しております。

電磁的方法による議決権の行使 今後検討すべき課題であると認識しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後検討すべき課題であると認識しております。

招集通知（要約）の英文での提供
現時点では未定でありますが、今後外国人株式保有率が高まることが予測される場合
は、対応を検討してまいります。

その他 招集通知のWEB開示を行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページのIRサイトへの掲載により公表する予定であります。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
定期的な個人投資家向け説明会の実施は、当社としても重要な機会であると
認識しており、適切なタイミングでの開催を検討してまいります。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期及び年度決算終了後に説明会の開催を検討してまいります。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現時点では未定でありますが、今後外国人株式保有率が高まることが予測さ
れる場合は、対応を検討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページのIRサイトへ適時反映してまいります。

IRに関する部署（担当者）の設置 管理部経営企画課が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、経営の効率化を図るとともに、経営の健全性、透明性及び公平性を高めていくこ
とが、長期的な企業価値の向上を果たし、また株主の皆様をはじめ多くのステークホル
ダーへの利益還元につながるものと考えております。

　その実現のため、コンプライアンス規程をはじめとする各種規程を策定・運用し、全従業
員が常時閲覧可能な状態で保管しております。

　また、全体会議等により、経営者自らが業務の透明性について言及するなど、ステークホ
ルダーの立場を尊重する企業風土の醸成に努めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社では、循環型社会の実現に向けた企業の環境維持保全活動を重要視しており、ま
た当社の事業の目指すところは、地球環境の保全と強い関連性を持つものであります。実
際の活動として、岐阜県、御嵩町と参画し、里山保全活動を主体とする「水土保全の森み
たけ」プロジェクトを2008年より今日まで継続しており、各方面から高い評価を頂いておりま
す。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、顧客、株主、従業員等、当社のステークホルダーに対して適時適切に会社情報
を提供することが重要であると認識しております。また、決算短信ほか適時開示資料をイン
ターネット等を活用し積極的に発信してまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　「内部統制システム構築に関する基本方針」を以下のとおり取締役会で決議し、業務の有効性、効率性及び適正性を確保する体制を整備・運用
しております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役会の監督機能と監査役の監査機能により、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する。

・取締役は相互に職務の執行を監督し、他の取締役の法令違反行為を発見した場合は直ちに監査役及び取締役会に報告する。

・法令違反またはコンプライアンスの懸念事象を予防及び発見するため、通報制度を「内部通報規程」に基づき運営する。

・内部監査部門は、法令等遵守状況についての監査を実施し、法令違反行為を発見した場合は直ちに監査役に報告する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の業務の執行に係る重要な情報は文書または電磁的媒体に記録し、取締役及び監査役が必要に応じて閲覧できるように適切に保存す
る。

・保存または管理する電磁的記録については、セキュリティを確保し、情報の毀損や流出を防止する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・リスク管理の統括部署として、管理部経営企画課を主幹部署と定め、全社的なリスク管理体制を確立する。また、「リスク管理規程」に従い、当社
のリスクを適切に評価するとともに、リスクをコントロールする継続的活動を推進する。

・基幹システムについては、大規模災害または障害が発生した際に情報システムの継続的運用を確保するため、バックアップを整備する。

・不測の事態が発生した場合は、代表取締役社長の指示の下、損失の低減と早期の正常化を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会を月１回定期的に開催する他、必要に応じ開催し、適正で効率的な意思決定を行う。

・業務分掌規程及び職務権限規程により、職務執行に係る権限・責任を明確にする。

５．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・子会社の経営管理は、当該企業の自主性を尊重しつつも、「関係会社管理規程」に基づき、当社に対する事業内容の定期的な報告と重要案件
の協議・決裁を通じて行う。

・内部監査部門は、社内規程に基づき子会社の経営全般に関する管理運営状況、業務執行状況を監査し、業務の正確性及び信頼性を確保す
る。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に
関する事項

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めてきたときは、監査役の意見、関係者の意見を十分考慮して、適切な使用人を配置する
ものとする。

・監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指示に従いその職務を行う。また、当該使用人の任命、解任、懲戒、評価については、監査役の
事前の同意を要する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制

・取締役は、監査役に対し、法令に違反する事項に加え、会社に重大な影響を及ぼす事項について速やかに報告する。

・使用人は、監査役にコンプライアンスに関する報告・相談を直接行うことができる。

・内部監査、内部通報及び各委員会の内容を、速やかに監査役に報告する。

・取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、業務執行状況等について速やかに報告する。

・重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するために、監査役は取締役会に出席するとともに、稟議書等重要な決裁案件の回付を受
ける。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・取締役は、監査役監査の重要性と有用性を認識し、その実効性を確保するために必要な環境の整備を行う。

・監査役は、各部門に対して、随時、必要に応じ監査への協力を求めることができる。

・監査役は、内部監査部門及び会計監査人と定期的に意見交換を行う。

９．反社会的勢力の排除に関する体制

・役員及び使用人は、いかなる場合においても反社会的勢力等との接点を持たないよう努める。

・反社会的勢力に関する属性確認は、「反社会的勢力排除規程」等に基づいて行う。

・暴力追放推進センター及び県警等からの情報収集に努め、有事の際には連携して対応にあたる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、企業の社会的責任として地域社会の発展と幸福に寄与すべく事業活動を進めておりますが、反社会的勢力との関わりを持つことは、当
社の活動の根幹を揺るがすものであり、同時に当社の社会的な信頼を大きく毀損するものであります。当社としましては、いかなる場合においても
反社会的勢力との接点を持たないよう厳重な体制で対応いたします。

反社会的勢力排除に向けた整備状況

　反社会的勢力排除規程を策定・運用し、新規取引を開始する際には属性確認を義務付けております。また、万一取引先に反社会的属性を確認
した場合には、暴力追放推進センター及び県警等との連携をとれる体制を整備しています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示体制の模式図を参考資料として添付致します。




